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第１章 計画のフレーム                           
 

１ 計画策定の背景 
 

 (1) 計画の策定 

   一般廃棄物処理計画は、廃棄物処理法第６条に基づき、10 年から 15 年先の目

標を定め、概ね５年ごとに見直しを行うこととなっています。前計画では平成 27

年度までを計画期間としていましたが、本計画においては平成 28 年度から 10 年

間を目標年度とした計画を策定するものです。 
 

 (2) 法制度・社会情勢の変化 

   小型家電リサイクル法の制定、食品リサイクルに係る先進的取組みの進展など、

廃棄物を取り巻く法制度や社会情勢は常に変化しています。これらの変化に柔軟

に対応していくため、長期的な視点に立った安定的な処理と機動的な対策を両立

できる基本方針を明確にします。 

 

 環 境 基 本 法    環境保全についての基本理念を規定 

 

 循環型社会形成推進基本法    循環型社会の形成に関する基本原則を規定 

 

 廃 棄 物 処 理 法    廃棄物処理に関する事項を規定 

 

 資 源 有 効 利 用 促 進 法    事業者によるリデュース、リユース、リサイ 

クル対策を規定 

 

     容器包装リサイクル法    容器包装の分別収集とリサイクルの義務

化を規定 

     家 電 リ サ イ ク ル 法    テレビ等の廃家電品の引き取り、リサイク

ル、消費者の料金負担の義務化を規定 

     小型家電リサイクル法     使用済小型電子機器等の再資源化の促進を

規定 

     食 品 リ サ イ ク ル 法    食品残さの発生抑制、減量化、リサイクル

の促進を規定 

     建 設 リ サ イ ク ル 法    建設廃棄物の分別解体、リサイクルの促進

と義務を規定 

     自動車リサイクル法    使用済み自動車のリサイクル、適正処理の

促進と義務を規定 

     グ リ ー ン 購 入 法    国等による環境物品調達の推進を規定 

リ
サ
イ
ク
ル
に
関
す
る
個
別
法 
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２ 計画の位置づけ 

 

  本計画は、ごみの発生抑制、減量化、資源化、収集運搬、中間処理、最終処分に

至るごみ処理に関する全体を包括するものです。 

  策定に当たっては、総合計画や環境基本計画との整合を図り、市民・事業者・市

の協働のもと、「ごみの減量とリサイクルの推進」に取り組むことを基本とします。 

 

計画の体系図 

 
※ごみ処理実施計画  ごみ処理基本計画を基に毎年度の実施計画を策定 

 

※分別収集計画    容器包装リサイクル法の規定により容器包装廃棄物の分別収

集等に関する５か年計画（３年ごとに見直し）を策定 

現計画は、第９期で令和元年６月策定 

 

※循環型社会形成   循環型社会形成推進交付金に基づく廃棄物の３Ｒを地域で総 

 推進地域計画    合的に推進するための計画を策定 

平成 23 年度から平成 27 年度までを計画期間とし、平成 22 

年 11 月策定 

総合計画 

ごみ処理実施計画 分別収集計画 

ごみ処理基本計画 生活排水処理基本計画 

環境基本計画 

循環型社会形成 

推進地域計画 
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３ 計画の期間 

 

  計画の期間は、平成 28 年度から令和７年度までの 10 年間とします。なお、社会

経済情勢や関係法令の変化に対応するため、中間年度である令和２年度に見直しを

行い、令和３年度から令和７年度までの５年間を改定後の計画期間とします。 

 

■計画の期間 

年度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

内容 

計画期間（10 年間） 

 

見直し 

 

ごみ処理基本計画 

（改定計画） 

点検・評価 点検・評価 

 

４ 計画対象区域 

 

  計画の対象区域は、本市全域とします。 

 

５ 計画対象廃棄物 

 

  計画の対象廃棄物は、本市全域から発生する一般廃棄物（ごみ、し尿、浄化槽汚

泥）とします。 

 

６ 計画人口 

 

  本計画における令和７年度の予測人口は、次のとおりとします。 

区   分 令和２年 10 月１日 令和７年度 

人   口 136,315 人 126,487 人※ 

           ※稲沢市人口ビジョンより 

 

  

計
画
開
始
年
次 

計
画
目
標
年
次

並
び
に 

次
期
計
画
策
定 
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金属類 

第２章 ごみ処理の現状と課題                      
 

１ ごみ処理の流れ 

  令和２年度における本市のごみ処理の流れは、以下のとおりです。 

                               リサイクル 

 

     可燃ごみ          焼 却   焼却灰   埋 立 て 

 

     不燃ごみ 

              選別①  破 砕   選別②   リサイクル 

     粗大ごみ 

 

     プラスチック製容器包装   指定保管場所      リサイクル 

                    選別・圧縮・梱包 

     分別収集   紙 類                リサイクル 

 

            布 類                リサイクル 

 

            ガラスびん類             リサイクル 

     集団回収 

     ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ   金属類                リサイクル 

     を除く 

            ペットボトル             リサイクル 

 

     使用済み乾電池・使用済み水銀製品          リサイクル                     

 

     使用済み天ぷら油                  リサイクル 

 

     使用済み小型家電      分 解         リサイクル 

 

                                                          リサイクル 

 

     可燃ごみ          焼 却   焼却灰   埋 立 て 

 

     不燃ごみ          破 砕 

（剪定枝等） 

家 
 

庭 
 

系 

事 

業 

系 
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２ ごみ処理量 

 

 (1) ごみの処理量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみ等の一般ごみは、環境センターで中間処理し

ています。これらのごみ処理量は、家庭系ごみは増加傾向、事業系ごみは減少

傾向にあり、全体としてほぼ横ばい傾向にあります。 

 

 (2) リサイクル資源等の収集量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    資源化の対象とする分別品目は、収集形態により４分類されますが、回収量

は減少し続けています。主な要因は、市内で増加傾向にある民間資源回収場所

への流出と考えられ、それにより、分別収集や集団回収の回収量が大きく減少

しています。 

単位：t 

4,247 3,886 3,575 3,363 3,145

1,701
1,562

1,381 1,305 1,188

1,588
1,609

1,662
1,700

1,725 169170
183

188
213

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１

拠点回収他

容器プラ

集団回収

分別収集

単位：t 

※ ■「拠点回収他」には、地域ステーション、使用済み乾電池等を含む。 

26,028 25,720 25,757 25,824 26,184

7,1927,1237,5467,7837,603

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１

事業系ごみ

家庭系ごみ
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３ ごみ処理費用 
 

 (1) ごみの処理費 

 

環境センターで処理したごみの収集運搬、中間処理、最終処分に要した費用

を表したものです。平成 27 年度は環境センターの長寿命化工事のため、令和元

年度は環境センターの火災に伴う改修工事のため、処理費が増加しています。

令和元年度の１ｔ当たりの 36,341 円となりました。 

 

 (2) リサイクル資源等の処理費 

 

分別収集及び地域ステーションに係る収集運搬委託料、プラスチック製容器

包装の収集運搬・処理委託料、資源再生推進奨励金を含む費用を表したもので

す。令和元年度の１ｔ当たりの処理費は 43,330 円となりました。 
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４ 最終処分の状況 

 

 (1) 最終処分量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 処分の内訳 

                                  単位：ｔ 

区   分 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ 

愛知臨海環境整備センター 3,067 3,583 3,364 3,469 3,442 

民間処分場 691 691 694 393 0 

計 3,758 4,274 4,058 3,862 3,442 

 

環境センターで処理した後に発生する焼却灰は、その一部を資源化したのち、

最終処分場で埋立処分をしています。令和元年度の最終処分量は、処理したご

み量の 10.3％にあたる 3,442 トンとなりました。 

焼却灰の資源化については、これまでの焙焼に加え、平成 30 年度からセメン

ト化をしています。 

なお、本市には最終処分場がないため、愛知臨海環境整備センター及び民間

処分場へ処分を委託していましたが、令和元年度からは、愛知臨海環境整備セ

ンターへのみ処分を委託しています。 

3,758

4,274
4,058

3,862

3,442

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１

単位：t 
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５ し尿・浄化槽汚泥処理量 

 

 (1) し尿の処理量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 浄化槽汚泥の処理量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し尿及び浄化槽汚泥は、平和浄化センターで処理しています。過去５年間で

し尿の収集量は 10.5％減少、浄化槽汚泥は 7.3％増加しました。 

37,852
38,671

38,544
39,576

40,604

36,500

37,000

37,500

38,000

38,500

39,000

39,500

40,000

40,500

41,000

H27 H28 H29 H30 R1

単位:キロリットル

3,862

3,574

3,568

3,440

3,458

3,100

3,200

3,300

3,400

3,500

3,600

3,700

3,800

3,900

4,000

H27 H28 H29 H30 R1

単位:キロリットル
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６ ごみ処理の課題 

 

ごみ処理の現状から見る本市の問題点は、ごみの排出量が減少しないこと、資源

収集量の減少によりリサイクル率の増加が見込めないこと、建設改良費を含んだご

み処理費用が増加していることがあげられます。 

本市におけるごみ処理の主な課題は、次のとおりです。 

 

 (1) ごみの発生と排出の抑制 

ごみの発生と排出を抑制するために、今後も引き続き、市民・事業者・市の協

働のもと減量目標を設定し、具体的な対策を施す必要があります。また、景気動

向やライフスタイルの変化により、ごみ量は増加傾向にありますが、市民に対し

ごみ減量に向けて高い意識を持ってもらえるよう働きかけ、より一層の取組みを

進めてもらうことが有効です。 

なお、今後のごみの減量化施策として、愛知県内の市町村で取組みが見込まれ

るごみ有料化・戸別収集については、調査・研究を進め、本市に適した制度のあ

り方を検討する必要があります。 

 

 (2) リサイクルの推進 

本市では、分別収集が定着してきましたが、リサイクル資源がごみに出される

ケースがまだまだ見受けられます。資源とごみの分別を徹底するとともに、リサ

イクル技術の向上等による分別の変更を適時取り入れ、リサイクルの推進を図る

必要があります。 

また、行政区における分別収集の維持と併せて、子ども会等の市民団体が実施

する集団回収を促進していくことが必要です。民間資源回収場所が増加する中、

そこでは回収されないガラスびん類や使用済み乾電池・使用済み水銀製品等の排

出機会を維持することが求められますので、拠点回収の拡大に向けても検討が必

要です。 

 

 (3) 最終処分量の削減及び適正処理 

本市には最終処分場がないため、市外へ処分を委託していますが、搬入物や搬

入量に厳しい制限があります。このため、リサイクルの推進とともに、ごみの発

生と排出を抑制し、ごみの最終処分量を少しでも削減することが重要です。 

また、焼却灰の再資源化についても引き続き取り組んでいくとともに、より効

率の良い手法について検討する必要があります。 



- 11 - 

 

第３章 ごみ処理基本計画                         
 

１ 計画の基本方針 

 

本計画は、循環型社会形成推進基本法の趣旨に基づき、次の３点をごみ処理の基

本方針として策定します。 

 

１ ごみの発生と排出の抑制 

２ リサイクルの推進 

３ 変化に柔軟に対応したごみ減量対策の実施 

 

２ 計画の項目 

 

ごみ処理基本計画は、廃棄物処理法第６条第２項の規定に基づき、次に掲げる事

項について策定することとされています。 

 

 (1) 一般廃棄物の発生量及び処理量の見込み 

 (2) 一般廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項 

 (3) 分別して収集するものとした一般廃棄物の種類及び分別の区分 

 (4) 一般廃棄物の適正な処理及びこれを実施する者に関する基本的事項 

 (5) 一般廃棄物の処理施設の整備に関する事項 

 (6) その他一般廃棄物の処理に関し必要な事項 

 

本計画は、これらの項目を中心に策定し、併せて目標年次における減量目標値及

びリサイクル推進の目標値を設定します。 
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３ ごみ処理量の見込み 
 

 (1) 現行と計画のごみ処理量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口の減少、事業活動の変動により発生するごみ量に対し、本計画を推進し、

令和元年度の環境センターごみ処理量 33,376ｔに対し、減量施策をとらない場

合の令和７年度の処理量 30,840ｔを 29,455ｔに減量する計画とします。 

 

 (2) １人１日当たりの家庭系ごみ、事業系ごみ、直接資源化量の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１人１日当たりの家庭系ごみ排出量は、国の廃棄物処理法基本方針における

一般廃棄物の減量化の目標量を参考に、令和７年度には令和元年度比 4.6％・

24ｇ減量することを目標とします。 

また、直接資源化量のリサイクル資源は、平成 26 年度以降、５年間で 24％・

31ｇ減少しています。本計画においては、これを令和７年度までの６年間で、

20.4％・20ｇの減少に止めることを目標に収集を見込みます。 

（単位：ｔ）

30,840

33,37632,901

29,455

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

36,000

Ｈ26 Ｒ１ Ｒ７

処理量（現行）

処理量（目標）

（単位：ｇ）

505 524 500

145 144 138

129
7898

0

100

200

300

400

500

600

Ｈ26 Ｒ１ Ｒ７

家庭系ごみ

事業系ごみ

直接資源化量
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 (3) 処理量 計画の内訳 

 単位：ｔ 

区        分 Ｈ26 実績 Ｒ１ 実績 Ｒ７ 見込 

  総 人 口 ※  10/1  [人] （Ａ） 138,577 136,887 126,487 

処 
 

 

理 
 

 

量 

環
境
セ
ン
タ
ー
処
理
量 

家
庭
系 

 可燃ごみ    （Ｂ） 23,018 23,290 20,588 

 不燃ごみ    （Ｃ） 2,490 2,788 2,418 

 粗大ごみ    （Ｄ） 68 106 78 

 計       （Ｅ） 25,576 26,184 23,084 

事
業
系 

 可燃ごみ    （Ｆ） 7,243 7,082 6,275 

 不燃ごみ    （Ｇ） 82 110 96 

 計       （Ｈ） 7,325 7,192 6,371 

  計       （Ｉ） 32,901 33,376 29,455 

資 

源 

化 

量 

 集 団 回 収      （Ｊ） 1,907 1,188 873 

直
接
資
源
化 

 分別収集    （Ｋ） 4,539 3,145 2,068 

 地域ステーション （Ｌ） 207 104 55 

 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製容器包装（Ｍ） 1,741 1,588 1,422 

 拠点回収    （Ｎ） 41 65 69 

 計       （Ｏ） 6,528 4,902 3,614 

施
設
処
理
資
源
化 

 小型家電資源化 （Ｐ） 26 88 133 

 破砕処理施設回収（Ｑ） 504 80 453 

 焼却灰資源化  （Ｒ） 483 786 679 

 計       （Ｓ） 1,013 954 1,265 

  計       （Ｔ） 9,448 7,044 5,752 

  処 理 量 計       （Ｕ） 42,349 40,420 35,207 

    最 終 処 分 量     （Ｖ） 4,139 3,442 3,322 

リサイクル率 （Ｔ÷（Ｉ＋Ｊ＋Ｏ））[％]（Ｗ） 22.9 17.8 16.9 

ａ 家庭系１人１日当たりのごみ量 (E)  [ｇ] 505 524 500 

ｂ 事業系１人１日当たりのごみ量 (H)  [ｇ] 145 144 138 

ｃ 小 計１人１日当たりのごみ量 (a+b) [ｇ] 650 668 638 

ｄ １人１日当たりの直接資源化量 (O)  [ｇ] 129 98 78 

 合  計 （  ｃ ＋ ｄ ）      [ｇ] 779 766 716 

１人１日当たりの処理量 (集団J含む)  [ｇ] 817 790 735 
 

 ※総人口：Ｈ26、Ｒ１は実績値、Ｒ７はごみ処理基本計画策定指針の目標量等から推計。
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４ し尿・浄化槽汚泥の処理量の見込み 
 

 (1) し尿の処理量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年度のし尿汲取り世帯数は、約 3,000 世帯であり、合併浄化槽や公共

下水道の普及に伴い、この数は減少していきます。過去５年間でし尿汲取り世

帯数は約 2,500 世帯となり、し尿の処理量も 12.9％減少しました。 

 

 (2) 浄化槽汚泥の処理量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別浄化槽、集中浄化槽、農業集落排水等の浄化槽汚泥の計画処理量を表し

たものです。過去５年間で浄化槽汚泥の処理量は 6.5％増加しましたが、今後は

公共下水道等の普及に伴い、緩やかに減少していくものと見込まれます。 

（単位：ｷﾛﾘｯﾄﾙ）
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５ ごみの発生・排出抑制のための方策 
 

（１） 市の取組み 

 ① 生ごみの水切り、食品ロス削減のための食べきり、ごみを出さない調理方法

や段ボールコンポストの普及等、生ごみの減量を啓発します。 

② リユースを推進するために「もったいないの心を大切に」をモットーに、フ

ードドライブの促進、リユース文庫の利用等を実施します。 

③ リサイクルを推進するために、分別収集及び集団回収を促進します。また、

排出機会の拡大に向け、常設拠点における回収の拡大について検討します。 

④ リサイクル技術の向上等による分別の変更について検討し、適時適切な分別

を決定し周知します。 

⑤ 事業系ごみの減量に向けて、他市の先進事例を調査・研究し、本市で行うに

あたっての効果的な施策について検討します。 

⑥ 地域や学校、保育園、事業所に出向き、ごみ処理の情報を提供し、ごみ処理

に対する意識を高めるために、積極的に出前講座を開催します。 

⑦ ごみやリサイクル資源の集積場所、また、拠点回収の受付時などにおいて、

分別・排出方法の指導を図ります。 

⑧ ホームページ、ＳＮＳ、スマートフォン向けアプリ等の活用方法について積

極的に模索し、より幅広く効果的な情報発信に努めます。 

（２） 市民の取組み 

 ① 資源とごみの分別を徹底し、排出マナーを守ります。 

② 使い捨て商品の購入や使用を控え、過剰な包装を辞退します。 

③ 必要なものだけを購入するなど計画的な買い物をし、食品ロスを削減しま

す。 

④ 身の回りで繰り返し使えるものは、できる限り長く使用します。 

⑤ 地域における資源回収等に協力し、ごみの減量とリサイクルを推進します。 

（３） 事業者の取組み 

 ① 一般廃棄物と産業廃棄物の分別を徹底し、適正に処理します。 

② ごみ量を把握し、可能な限り資源化に努めます。 

③ 過剰包装を抑制し、簡易包装を推進します。 

④ 消費期限の短い食品を販売する際は、食品ロス削減のため、仕入れと製造の

適量化を図ります。 

⑤ 書類のデータ化、使用済み封筒の再使用やミスコピーの裏紙を利用するな

ど、紙ごみを出さないよう努めます。 

⑥ 再使用・再資源化できる商品の自主回収に努めます。 
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６ 分別の種類及び区分 

 

分別の種類及び分別の区分は、次のとおりとします。 

 (1) ごみ 

種   類 分  別  の  区  分 

家 
 

庭 
 

系 

１ 可燃ごみ １区分 

２ 不燃ごみ １区分 

３ 粗大ごみ ２区分 

①特定家庭用機器以外②リサイク

ル料金納付済みの特定家庭用機器

（排出者が運搬できない場合に限る） 

４ プラスチック製容器包装 １区分 

５ 使用済み乾電池 １区分 

６ 使用済み水銀製品 ２区分 
①温度計・血圧計・体温計 

②蛍光管 

７ 
リ
サ
イ
ク
ル
資
源 

(1) 紙類 ５区分 
①新聞紙･チラシ ②雑誌 ③雑がみ 

④段ボール ⑤牛乳パック 

(2) 布類 １区分 

(3) ガラスびん類 ４区分 
①無色 ②茶色 ③緑色 

④その他の色 

(4) 金属類 ２区分 
①スチール缶、小物の鉄類 

②アルミ缶 

(5) ペットボトル １区分 

(6) 使用済み天ぷら油 １区分 

(7) 使用済み小型家電 １区分 

事
業
系 

１ 可燃ごみ １区分 

２ 不燃ごみ １区分 

 

 (2) し尿・浄化槽汚泥 

種   類 分  別  の  区  分 

 し尿 １区分 

 浄化槽汚泥 １区分 
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 (3) 処理困難物及び排出禁止物の指定 

 

処理困難物及び排出禁止物の主なものは次のとおりとし、ごみ処理実施計画に

おいて定めます。これらのものは、排出者の責任において適正に処理するものと

します。 
 

区   分 主  な  品  目 

 有毒性物質・危険物 プロパンガスボンベ、農薬、薬品 

 自動車用品 タイヤ、バッテリー、エンジンオイル 

 塗料類 ペンキ、シンナー 

 建設廃材 瓦、コンクリートブロック、ガレキ、解体木材 

 機械等 農業用機械、二輪車 

 産業廃棄物 廃プラスチック類、廃油、焼却灰、汚泥 

 その他 消火器、耐火金庫、ピアノ、温水器、浴槽 

 

(4) 特定家庭用機器 

 

特定家庭用機器は家電リサイクル法の対象となるため、ごみとして処分できま

せん。家電リサイクル料金等を支払い、リサイクルする必要があります。 
 

区   分 主  な  品  目 

家電リサイクル法（特定家庭 

用機器再商品化法）の対象と 

なるもの 

テレビ、エアコン（室外機を含む）、冷蔵庫・冷凍

庫・保冷温庫、洗濯機・衣類乾燥機 
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７ 処理及び実施主体 
 

処理及び実施する者に関する区分は次のとおりとします。 

 (1) ごみ 

区   分 収集・運搬 処     理 

家 

庭 

系 

１ 可燃ごみ 稲沢市・委託業者 稲沢市・許可業者 

２ 不燃ごみ 稲沢市・委託業者 稲沢市・許可業者 

３ 粗大ごみ 委託業者 稲沢市 

４ プラスチック製 

 容器包装 
委託業者 委託業者 

５ 使用済み乾電池 稲沢市・委託業者 委託業者 

６ 使用済み水銀製品 稲沢市・委託業者 委託業者 

７ リサイクル資源 稲沢市・委託業者 委託業者 

事
業
系 

１ 可燃ごみ 許可業者 稲沢市 

２ 不燃ごみ 許可業者 稲沢市 

 

※容器包装リサイクル法に基づく保管施設及び一般廃棄物処理業の許可に関する

処理施設については、ごみ処理実施計画で掲げるものとします。 

※市では処理できない一般廃棄物のリサイクルを安定的に行うことが可能な処分

業の許可申請は、一定のごみ減量効果が見込まれるものに限定し受け付けること

とします。 
 

 (2) し尿・浄化槽汚泥 

区   分 収集・運搬 処     理 

 し尿 許可業者 稲沢市 

 浄化槽汚泥 許可業者 稲沢市 

 

※収集・運搬に係る区域指定については、ごみ処理実施計画で掲げるものとします。
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８ 処理施設の整備 

 

ごみの中間処理施設及びし尿処理施設は、現行の処理施設の適正運用、適正管理

に努め、長期利用を図るものとします。 

また、プラスチック製容器包装の選別、圧縮、梱包、保管施設については、民間

業者を活用するものとします。 

 

 (1) ごみ処理施設 

 

  稲沢市環境センター  

 

可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみの中間処理は、環境センターで行います。運用

にあたっては、引き続き、環境への負荷を極力減らすとともに、ごみ処理施設の

長期利用を図ります。 

 

 (2) し尿処理施設 

 

  稲沢市平和浄化センター 

 

し尿・浄化槽汚泥の処理は、平和浄化センターで行います。運用にあたっては、

引き続き、施設の老朽化に対する整備を行うとともに、環境への負荷の低減及び

施設の長期利用を図ります。 

 

 (3) 最終処分場 

 

本市には最終処分場がないため、焼却灰等は愛知臨海環境整備センターで処分

を行います。 
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９ 計画の推進 

 

本計画を実効性のあるものとするために、計画の推進にあたり取り組むべき事項

を、次のとおりとします。 

 

(1) 廃棄物減量等推進審議会の開催 

廃棄物減量等推進審議会において、市民、各種団体の代表者、事業者の代表者

の意見や要望を反映させるとともに、諸施策の進捗状況、ごみ処理量を報告し、

必要な事項について審議します。 

 

(2) 地域力の活性化 

地域やＮＰＯ法人・福祉団体等と連携を図り、ごみ減量活動、リサイクル推進

活動を促進します。 

 

(3) 広報ＰＲ及び情報公開 

計画の進行状況を広報紙やホームページで公開し、客観的な計画の進行管理に

努めます。 

 

(4) 進行管理 

計画の推進にあたっては、毎年ごみ処理実施計画を策定し、減量目標値のチェ

ック、施策の効果測定等の進行管理を行い、効果的な対策を機動的に行うことと

します。 
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